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1. はじめに 

	 人口データは人口構造の変化に伴う社会的問題に対し,公共分野,民間分野を問わず,意思決定者が政策や

経営戦略を立てる上で重要な資料として活用されてきた．国立社会保障・人口問題研究所では将来人口・世

帯に関する推計・公開を行なっているように,	少子高齢化の進行や局所的な人口の集中・分散がこれまでに

類をみないほど進展している今日においては,日々その重要性が注目されてきている.	

	 現在,国立社会保障・人口問題研究所が提供している推計データは,都道府県や市区町村単位などマクロな

推計結果に留まる.	男女 5 歳階級別人口を町丁目単位等において推計する手法は盛んに行われつつあるもの

の,世帯数を推計する手法についてはまだあまりみられない.小地域を対象にした場合,特に世帯数推計では

人口推計の場合と異なり,	従来の年齢人口分布構成および世帯比率だけではなく,他の世帯人員や家族類型

変動要因をモデルに反映させる等の新しいアプローチの必要性が考えられる.	

	 また,著書らによる既存研究（文献 1）により,マンション等の建設が多いエリアでは,誤差が著しく大きく

なっていることを確認している.人口動態のみならず,将来の建設計画も推計に反映できることが望ましい.	

	 そこで,本研究では国立社会保障・人口問題研究所が公開する「全国・都道府県単位将来世帯数推計」およ

び「都市計画情報（集合住宅の建設計画等）」を用いて,町丁目単位における世帯数分布を推計する手法を構

築する.また,都市計画情報の有無による推計精度の違いについても検証を実施する.	

	

2. 方法 

2.1 利用データ 

	 本研究の遂行にあたり,ソースデータとしてこれまでに研究代表者ほかが開発してきた「町丁目単位将来人

口推計」結果（文献 2）および国立社会保障・人口問題研究所が公開する「全国・都道府県単位将来世帯数

推計」結果（文献 3）を用いる.さらに,自治体等のホームページ上においてインターネット上に公開されて

いる都市計画情報（マンション,団地開発計画等）を収集し,小地域における将来世帯数推計を行ううえでの

基礎データとする.	

	

	

図 1	都市計画情報の有無別の世帯数推計結果（町丁目単位）	
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2.2 推計方法 

	 研究の流れとしては,国立社会保障・人口問題研究所が公開する「全国・都道府県単位将来世帯数推計」か

ら市区町村単位・町丁目単位の小地域における世帯数分布を推計する（図 1）.	

	 人口構成から世帯数を推計する手法については,世帯主率法や世帯推移率法が国立社会保障・人口問題研究

所において試みられている（文献 3）.将来人口推計においては,個人単位においては生態学的な加齢が伴う

ため,性・年齢別の出生・死亡・移動の傾向を把握できるが,世帯単位では個人ほど細かく推移をモデル化で

きていないため,年齢別・家族類型別世帯主割合を用いた推計を実施する.推計単位は全国もしくは都道府県

単位と,将来人口推計の場合よりも粗い単位となっている.	

	 世帯数推計では,以下に示す世帯主率法を用いて,将来人口推計結果より推計する.なお,町丁目単位におい

て,家族類型・年齢別人口は公開されていないため,家族類型別の世帯主比率も用いず,年齢別世帯主率のみ適

用するものとする.	

	

	

表 1	世帯主の男女・年齢 5歳階級別・家族類型別世帯主率（2015 年）	

	

	 マンション,団地開発計画等への対応については,自治体等のホームページ上においてインターネット上に

公開されている都市計画情報に掲載されている戸数情報を用いる.本研究ではマンションに絞り,戸数を世帯

数と見なす.年齢別世帯数の割合は表 1から得られた割合を適用するものとする.	

	 本研究では小地域の2010年に実施された国勢調査結果（文献4,文献 5）から5年後の2015年を推計し,2015

年の真値を用いて検証およびモデル改善を実施する.ただし,本研究期間内に本データが公開されなかったた

め,住民基本台帳の「平成 28年度町丁・字等別世帯数データ」（文献 6）を検証データとする.なお,本研究で

は対象とする 2010-2015 年の間に大規模マンションの開発があった神奈川県横浜市鶴見区を対象とする.	

	 以上の方法によって,小地域における将来世帯数の推計手法を構築する.	
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3. 結果・考察 

	 マンション情報の有無別における世帯数推計結果を表 2 に示す.人口の推計結果においては,都市計画情報を用

いることで誤差が小さくなることを確認できた. 

 推計結果を町丁目別に詳細に地図にプロットした図を図 2 に示す.鶴見駅や元宮２丁目,市場下町等の再開発が

行われた地域では推計誤差が小さくなったことを確認できた.また,住民基本台帳の世帯数と推計世帯数をプ

ロットした散布図からも,都市計画情報を用いない場合に推計誤差が大きい町丁目の誤差が,都市計画情報を

用いた場合に誤差が小さくなることを確認できた.	

 他方,世帯数においては実績値よりやや乖離が大きいことが確認された.世帯主率法において家族構成別の世帯主

率を区別せずに実施した方法論上の問題と考えられる. 

	

表 2	住民基本台帳の世帯数と推計世帯数	

	

	

図 2	都市計画情報の有無別の世帯数推計結果（町丁目単位）	

	
図 3 都市計画情報の有無における住民基本台帳の世帯数と推計世帯数の散布図（町丁目単位） 
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 家族構成・年齢別の世帯主率を用いることで,世帯数推計の精度向上が考えられるが,町丁目単位では一般に公開

されていない.推定データをベースとした町丁目単位家族構成・年齢別人口をデータソースとする等の対策をとる必要

が考えられる. 

	

5. まとめ 

	 本研究では都市計画情報を用いた町丁目単位における世帯数分布を推計する手法を構築した.人口の推計

結果については,都市計画情報を用いることで誤差が小さくなることが確認された.一方,世帯数については

実績値よりやや乖離が大きい結果となった.世帯主率法を用いた推計方法の改良および,市区町村単位より高

精細な年齢別性別世帯主率データの作成の必要が考えられる.	

	 今後,自治体等のホームページから効率的に都市計画情報を取得する方法や,建替予測を組み合わせた長期

的な建設を予測する方法を確立し,応用的な研究につなげていきたい.また,本研究では大規模なマンションがあ

る横浜市鶴見区を対象としたが,他地域および他年度に推計を拡大した場合の精度検証を実施し,汎用性を確かめ

たい. 
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